
証券コード　3986

2023年９月13日

株　主　各　位
東京都品川区西五反田二丁目19番３号

株式会社ビーブレイクシステムズ
代表取締役社長 白 岩 次 郎

第２１回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第２１回定時株主総会を下記により開催いたします

ので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各

ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのう

え、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】

　https://www.bbreak.co.jp/ir/index.html

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」「IR資料はこ

ちら」よりご確認ください。）

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ビー

ブレイクシステムズ」又は「コード」に当社証券コード「3986」を入力・検索

し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある

「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、お手数ながら株主総会参考書類をご検討の

うえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年９

月27日（水曜日）午後６時30分までに到着するようご返送くださいますようお願

い申しあげます。

敬　具
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１．日 時 2023年９月28日（木曜日）午前10時（開場９時30分）

２．場 所 東京都港区高輪３丁目23番17号　品川センタービルディング

ＡＰ品川アネックス　１階　Ａ・Ｂルーム

３．目 的 事 項

報 告 事 項 　第21期（2022年７月１日から2023年６月30日まで）事業報告

　及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額

決定の件

第６号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

議決権行使書面において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成

の意思表示があったものとして取り扱わせていただきます。

     

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

　会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセ

スのうえ、ご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただ

いた株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会において

は書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面を

お送りいたします。

　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサ

イトにおいて、その旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載いたします。
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(2022年７月１日から
2023年６月30日まで)

事　 業　 報　 告

１. 会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に関する

各種行動制限の緩和により経済活動に持ち直しの動きが見られましたが、

ロシアによるウクライナ侵攻の長期化や、それに起因する資源価格の高

騰、世界的な金融引き締めによる円安進行と国内の物価上昇など、先行き

が極めて不透明な状況で推移しました。

当社が属する市場及び顧客においては、企業のシステム投資ニーズは安

定しており、エンジニアの需要も高水準を維持しているものの、今後の状

況は予断を許さないものと認識しております。

このような環境のもとで、当社は、主力製品であるクラウドＥＲＰ

「MA-EYES」について、需要動向を捉えた新機能の開発や、新規顧客獲得

に向けた営業努力を重ねてまいりました。

　以上の結果、当事業年度の売上高は13億79百万円（前事業年度比9.2％

増）、営業利益は１億76百万円（同14.9％増）、経常利益は１億76百万円

（同14.8％増）、当期純利益は１億36百万円（同16.6％増）となりまし

た。

　事業別の状況は次のとおりであります。

　パッケージ事業におきましては、主力製品であるクラウドＥＲＰ「MA-

EYES」について、前期に受注した案件の稼働に伴い保守料が増加しました

が、既存ユーザーからの追加開発に関する受注が減少したことなどから、

売上高は８億円（前事業年度比1.2％増）、セグメント利益は３億84百万

円（同10.7％増）となりました。

　システムインテグレーション事業におきましては、一部エンジニアをパ

ッケージ事業から本事業にシフトさせたことから、売上高は５億79百万円

（前事業年度比22.5％増）、セグメント利益は１億33百万円（同23.4％

増）となりました。
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事 業 区 分

第 20 期
（2022年６月期）
（前事業年度）

第 21 期
（2023年６月期）
（当事業年度）

前事業年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

パッケージ事業 791百万円 62.6％ 800百万円 58.0％ 10百万円 1.2％

システムインテグ
レーション事業

473 37.4 579 42.0 106 22.5

合 計 1,263 100.0 1,379 100.0 116 9.2

事業別売上高

② 設備投資の状況

　該当事項はありません。

③ 資金調達の状況

　該当事項はありません。

区 分
第 18 期

(2020年６月期)
第 19 期

(2021年６月期)
第 20 期

(2022年６月期)

第 21 期
(当事業年度)
(2023年６月期)

売 上 高(百万円) 1,157 1,166 1,263 1,379

経 常 利 益(百万円) 139 121 154 176

当 期 純 利 益(百万円) 104 92 117 136

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 67.78 59.54 75.97 89.01

総 資 産(百万円) 1,591 1,721 1,882 2,023

純 資 産(百万円) 1,262 1,335 1,433 1,527

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 821.13 868.66 932.63 1,003.66

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注） 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を第

20期の事業年度の期首から適用しており、第20期以降の事業年度に係る各数値に

ついては、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

　当社が対処すべき主要な課題は以下のとおりであります。

①パッケージ営業力の強化

　当社の収益拡大には、パッケージ事業を強力に推進していく必要があり、

営業担当者の育成による営業組織体制の強化、及びパッケージの全国拡販や

一件当たりの単価の拡大を実現するためのマーケティング活動の向上に注力

してまいります。

②パッケージの機能及びサービスの拡充

　営業力もさることながら、パッケージそのものをより良いものにしていく

ことで、受注機会も大きく増えるものと認識しております。これからも、需

要動向を捉えた新機能の開発、及びSaaS版のサービスラインナップの拡充に

注力してまいります。

③システムインテグレーション事業の拡大

　自社運営のフリーランス専用の案件紹介サイト「Humalance」による上質

な開発リソースの確保、社員技術者のアサイン増、及び既存取引先との取引

深耕により、同事業の売上利益の拡大を目指してまいります。

④人材の獲得、育成

　当社はさしたる資産も持っておらず、また、人件費が計上する費用の多く

を占めることからも、人材が最大の資産であります。これからも、当社のビ

ジョンと理念を共有できる社員の獲得及び育成に注力してまいります。

⑤内部管理体制の強化

　当社事業の継続的な発展を実現させるためには、コーポレート・ガバナン

ス機能の強化は必須であり、そのために財務報告の信頼性を確保するための

内部統制システムの適切な整備及び運用が重要であると認識しております。

現在は企業規模が比較的小さく、内部管理体制も企業規模に相応の体制とな

っておりますが、事業規模の拡大に伴って人的補充を行い、内部管理体制を

より一層強化してまいります。
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事 業 区 分 事 業 内 容

パ ッ ケ ー ジ 事 業 主に、クラウドERPの開発及び販売を行っております。

システムインテグレ
ー シ ョ ン 事 業

主に、顧客が構築するシステムの受託開発やIT人材の派遣を
行っております。

(5) 主要な事業内容（2023年６月30日現在）

本 社 東京都品川区

関 西 支 社 大阪府大阪市

名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市

(6) 主要な営業所及び工場（2023年６月30日現在）

事 業 区 分 使 用 人 数 前事業年度末比増減

パ ッ ケ ー ジ 事 業 71（0）名 増減なし（ 増減なし ）

ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ事業 43（0） 8名増（ 増減なし ）

全 社 （ 共 通 ） 27（0） 2名増（ 増減なし ）

合 計 141（0） 10名増（ 増減なし ）

(7) 使用人の状況（2023年６月30日現在）

（注） 使用人数は就業人員であり、パート及び嘱託社員は（）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2023年６月30日現在）

　　該当事項はありません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 4,752,000株

(2) 発行済株式の総数 1,536,960株（自己株式15,260株を含む）

(3) 株主数 888名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

白 岩 次 郎 608千株 39.96％

各 務 正 人 148 9.73

上 川 伸 彦 126 8.31

高 橋 　 明 100 6.60

加 藤 忠 男 32 2.11

熊 　 田 　 圭 一 郎 30 1.97

吉 田 周 作 20 1.31

塩 川 靖 幸 18 1.21

鹿 取 裕 樹 14 0.93

光 通 信 ㈱ 14 0.89

２. 株式の状況（2023年６月30日現在）

(4) 大株主

（注）１．当社は、自己株式15,260株保有しておりますが、上記大株主からは

除外しております。

　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３. 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 白 岩 次 郎

取 締 役 上 川 伸 彦 開発部長

取 締 役 高 橋 　 明 営業部長

取 締 役 熊 　 田 　 圭 一 郎 管理部長

取 締 役 成 願 隆 史
公認会計士成願隆史事務所所長
㈱ファンデリー 監査役

常 勤 監 査 役 諏 訪 由 枝

監 査 役 伊 藤 修 久 合同会社ブリコラ代表社員

監 査 役 本 田 宗 哉 本田宗哉法律事務所所長

４. 会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2023年６月30日現在）

（注）１. 取締役成願隆史氏は、社外取締役であります。

２. 監査役諏訪由枝氏、伊藤修久氏及び本田宗哉氏は、社外監査役であります。

３. 常勤監査役諏訪由枝氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有しております。

４. 当社は、取締役成願隆史氏、常勤監査役諏訪由枝氏及び監査役本田宗哉氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており

ます。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額

としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社

の取締役、監査役及び管理職従業員（既に退任又は退職している者及び保険

期間中に当該役職に就く者を含む）であり、被保険者は保険料を負担してお

りません。当該保険契約により被保険者の職務の執行に関し保険期間中に提

起された損害賠償請求（株主代表訴訟を含む）等に起因して、被保険者が被

る損害（防御費用、損害賠償金及び和解金）が填補されることとなります。
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区 分
対 象 と な る　
役 員 の 員 数

報酬等の総額

基 本 報 酬

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

5名
（1）

55百万円
（2）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

3
（3）

12
（12）

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

8
（4）

67
（14）

　ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、

被保険者の背信行為もしくは犯罪行為又は故意による法令違反の場合には填

補の対象としないこととしております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等

① 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

２. 取締役の報酬限度額は、2016年９月29日開催の第14回定時株主総会において、

年額200百万円以内（うち社外取締役分40百万円以内。ただし、使用人分給与

は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の

員数は５名（うち社外取締役は０名）です。また監査役の報酬限度額は、2022

年９月29日開催の第20回定時株主総会において、年額20百万円以内（うち社外

監査役15百万円以内）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監

査役の員数は３名（うち社外監査役は３名）です。

② 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決

定方針を決議しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりで

す。

イ．　基本的な方針

当社の取締役の個人別の報酬は、中長期的な企業価値の向上を図るため

に必要となる人材を確保し、持続的な成長への貢献意欲を高める観点か

ら、当社取締役に求められる役割と責務に見合った報酬水準及び体系と

なることを基本的な方針とする。

ロ．　取締役の個人別の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社の取締役の個人別の報酬は、役位、職責、在位年数に応じて業績、

他社水準、従業員の給与水準等を考慮しつつ、総合的に勘案して決定す
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る。

ハ．　取締役に対し報酬等を与える時期に関する方針

当社の取締役に対する報酬は金銭による月例の固定報酬のみとし、業績

連動報酬や非金銭報酬等は設けない。

ニ．　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に係る委任に関する

事項

取締役の個人別の報酬額については、役員規程及び取締役会決議に基づ

き取締役社長がその具体的内容の決定について委任を受けるものとし、

その権限の内容は、株主総会で決議された取締役報酬限度額の範囲内に

おける取締役個人別の月例報酬の決定とする。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する方針等

　取締役会は、代表取締役社長白岩次郎に対し当事業年度の各取締役の月

例報酬の額の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績

等を勘案しつつ各取締役の担当部門についての評価を行うには社長が適し

ていると判断したためであります。

　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、取締

役会で決議した決定方針に則った決定方法及び内容であるため、報酬等の

内容が取締役会で決議された決定方針に沿うものであると判断しておりま

す。

(5) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役成願隆史氏は、公認会計士成願隆史事務所所長、及び株式会社フ

ァンデリーの監査役であります。なお、当社と各兼職先との間には特別

の利害関係はありません。

・監査役伊藤修久氏は、合同会社ブリコラの代表社員であります。なお、

当社と兼職先との間には特別の利害関係はありません。

・監査役本田宗哉氏は、本田宗哉法律事務所の所長であります。なお、当

社と兼職先との間には特別の利害関係はありません。
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出席状況、発言状況及び社外取締役に期待

される役割に関して行った職務の概要

取締役 成願隆史

当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席いたしまし

た。出席した取締役会において、主に公認会計士としての専門

的見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言を行っております。

監査役 諏訪由枝

当事業年度に開催された取締役会13回、監査役会12回の全てに

出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、

主に公認会計士としての専門的見地から適宜発言を行っており

ます。

監査役 伊藤修久

当事業年度に開催された取締役会13回、監査役会12回の全てに

出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、

主にIT業界における豊富な経験から適宜発言を行っておりま

す。

監査役 本田宗哉

当事業年度に開催された取締役会13回、監査役会12回の全てに

出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会において、

主に弁護士としての専門的見地から適宜発言を行っておりま

す。

② 当事業年度における主な活動状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 12,800　千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

12,800

５. 会計監査人の状況

(1) 名称　　　　太陽有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。
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(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。

６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき当社の業務の適正を確保する

ための体制として、取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」

を定めており、その概要は以下のとおりであります。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制並びに当社の業務の適正を確保するために必要な体制

イ.　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること並びに当

社の業務の適正を確保するため、「コンプライアンス規程」等を定める。

ロ.　当社の取締役は、当社に関し重大な法令違反、コンプライアンス違

反その他重要な事実を発見した場合、速やかに取締役会に報告する。

ハ.　当社の監査役は、「監査役監査基準」に基づき、取締役の職務執行

について監査を行う。

ニ.　当社は、法令、定款及び社内規則に違反する行為が行われ、又は行

われようとしている場合の報告体制を定め、社内及び社外に通報窓口を設

置する。当社は、当該通報を行った者に対して、解雇その他いかなる不利

益な取り扱いも行わない。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ.　当社の取締役の職務執行に係る文書その他重要な情報については、

法令、定款及び「文書管理規程」のほか社内規則に則り作成、保存、管理

する。取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの情報を閲覧することが

できるものとする。

ロ.　当社は、「個人情報保護基本規程」「情報セキュリティルールブッ

ク」等の社内規則に基づき、情報の保存及び管理に関する体制を整備す

る。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ.　当社は、リスク管理の基礎として定める「リスク管理規程」に基づ

き、当社のリスクを横断的に管理する「リスク管理委員会」を設置し、リ

スクマネジメント活動を推進する。

ロ.　当社は、経営会議等において定期的に実施される業務執行状況の報

告等を通じ、当社におけるリスクの状況を適時に把握、管理する。

ハ.　当社の内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、当社における

リスク管理の実施状況について監査を行う。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ.　当社は、取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定及び取締

役の業務の執行状況について報告を行い、当社の取締役の職務の執行につ

いて監視・監督を行う。

ロ.　当社は、取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌

規程」「職務権限規程」において、それぞれの分担を明確にして、職務の

執行が効率的に行われることを確保する。

ハ.　当社は、職務の執行が効率的に行われることを補完するため、経営

に関する重要事項について協議する経営会議を毎月１回以上開催する。

⑤ 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

イ.　当社の取締役会は、「取締役会規程」に基づき重要事項について決

定するとともに、役員及び従業員に業務の執行状況を報告させ、法令、定

款及び社内規則の遵守状況を把握する。

ロ.　当社は、「コンプライアンス規程」を、職務を遂行するにあたり遵

守すべき行動基準とし、全ての役員及び従業員に対し周知徹底を図る。

ハ.　当社は、「コンプライアンス規程」に基づき社内及び社外に通報窓

口を設置し、不祥事の未然防止を図る。

ニ.　当社の内部監査部門は、社内規程に基づき内部監査を実施し、当社

の使用人の職務における法令、定款及び社内規則の遵守状況並びにその他

業務の遂行状況を検証する。

ホ.　当社の監査役及び監査役会は、当社の法令、定款及び社内規則等の

遵守状況に問題があると認められた場合は、改善策を講ずるよう取締役会

に要求する。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

イ.　監査役が監査役補助者の登用を求めた場合、当社の使用人から監査

役補助者を任命することができるものとする。

ロ.　監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、

監査役会の同意を得たうえで、取締役会で決定することとし、取締役から

の独立性を確保する。

ハ.　監査役補助者は業務の執行に係る役職を兼務しないものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

イ.　当社の取締役及び使用人等は、法令に違反する事実、会社に著しい

損害を与えるおそれのある事実を発見したときには、当社の監査役に対し

て、当該事実に関する事項を速やかに報告しなければならない。また、当

社の監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合において

も、速やかに報告を行わなければならない。

ロ.　当社は、前項により当社の監査役に対して報告した者が当該報告を

したことを理由として不利益な取り扱いを受けないことを確保するための

体制を構築する。

⑧ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

イ.　当社の監査役は、当社の取締役会、経営会議その他経営に関する重

要な会議に出席し、経営において重要な意思決定及び業務の執行状況を把

握するとともに、意見を述べることができる。

ロ.　当社の代表取締役は、当社の監査役と定期的に意見交換を行う。

ハ.　当社の監査役は、内部監査部門の実施する内部監査に係る年次計画

について事前に説明を受け、その修正等を求めることができる。また、内

部監査の実施状況について適宜報告を受け、必要があると認めるときは、

追加監査の実施、業務改善策の策定等を求めることができる。

ニ.　当社の監査役は、会計監査人から必要に応じて会計の内容につき説

明を受けるとともに意見交換を行い、効率的な監査のために連携を図る。
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⑨ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続そ

の他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に関する方針

に関する事項

　当社は、当社の監査役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するた

めに、監査費用のための予算を確保する。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方・措置

イ.　当社は、暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する

集団又は個人である反社会的勢力による被害を防止するため、「反社会的

勢力への対応に関する基本方針」を宣言する。

ロ.　反社会的勢力に対しては、警察、暴力追放運動推進センター及び弁

護士等の外部専門機関と連携して組織的な対応を図るものとし、平素より

情報収集に努め、速やかに対処できる体制を整備する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①取締役の職務の執行について

　当社は、当事業年度において取締役会を13回、経営会議を24回開催し、重

要事項の決定並びに取締役の業務の執行状況について報告を行いました。

②コンプライアンス体制について

　当社の取締役及び従業員に対して、コンプライアンスへの理解を深めるこ

とを目的として、情報セキュリティ、インサイダー取引防止、反社会的勢力

排除等に関する研修を行い、コンプライアンス体制の周知徹底を図りまし

た。

③リスク管理体制について

　統括的なリスク管理体制として「リスク管理委員会」を３ヶ月毎に開催い

たしました。リスク管理委員会では、リスク分析を行うとともに各部門との

情報及び意見の共有を行いました。

④財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制について

　当社は、財務報告の信頼性と適正性を確保するための内部統制システムに

ついて「内部統制計画書」を策定し、内部監査部門において整備状況評価及

び運用状況評価を実施し、リスク管理委員会及び取締役会に報告いたしまし

た。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

契 約 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益

預 託 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

建物附属設備(純額)

工 具 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

工具器具備品(純額)

投資その他の資産

長 期 前 払 費 用

敷 金

繰 延 税 金 資 産

　

1,903,314

1,732,580

110,698

49,485

10,485

1

65

119,935

55

3,075

△3,020

55

280

△280

0

119,880

2,838

65,628

51,414

　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 343,730

買 掛 金 23,385

未 払 金 16,521

未 払 費 用 20,494

未 払 消 費 税 等 24,336

未 払 法 人 税 等 33,030

契 約 負 債 200,298

預 り 金 22,952

未 払 事 業 所 税 1,764

未 払 配 当 金 75

ｱ ﾌ ﾀ ｰ ｺ ｽ ﾄ 引 当 金 875

固 定 負 債 152,248

退職給付引当金 152,248

負 債 合 計 495,978

（純資産の部）

株 主 資 本 1,527,271

資 本 金 232,632

資 本 剰 余 金 286,063

資 本 準 備 金 176,292

その他資本剰余金 109,770

利 益 剰 余 金 1,032,704

利 益 準 備 金 3,602

その他利益剰余金 1,029,102

繰越利益剰余金 1,029,102

自 己 株 式 △24,128

純 資 産 合 計 1,527,271

資 産 合 計 2,023,249 負 債 純 資 産 合 計 2,023,249

貸　借　対　照　表

（2023年６月30日現在）
（単位：千円）
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(2022年７月１日から
2023年６月30日まで)

科 目 金 額

売 上 高 1,379,212

売 上 原 価 742,333

売 上 総 利 益 636,879

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 460,409

営 業 利 益 176,470

営 業 外 収 益

受 取 利 息 17

雑 収 入 42 59

営 業 外 費 用

支 払 利 息 29

雑 損 失 119 149

経 常 利 益 176,381

税 引 前 当 期 純 利 益 176,381

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 49,398

法 人 税 等 調 整 額 △9,184 40,214

当 期 純 利 益 136,167

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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(2022年７月１日から
2023年６月30日まで)

株 主 資 本

純 資 産
合　　計資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本

準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合　計

利益
準備金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合　計

繰越利益剰 
余 金

当 期 首
残 高

232,632 176,292 109,770 286,063 3,602 911,376 914,979 △441 1,433,232 1,433,232

当 期
変 動 額

剰 余 金
の 配 当

△18,441 △18,441 △18,441 △18,441

当 期
純 利 益

136,167 136,167 136,167 136,167

自 己 株
式 の 取

得
△23,687 △23,687 △23,687

当期変動額
合 計

― ― ― ― ― 117,726 117,726 △23,687 94,039 94,039

当 期 末
残 高

232,632 176,292 109,770 286,063 3,602 1,029,102 1,032,704 △24,128 1,527,271 1,527,271

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品 個別法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、

また貸倒懸念債権等もないため、貸倒引当金を計

上しておりません。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金

及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。

③ 受注損失引当金 受注制作のソフトウエア取引に係る将来の損失に

備えるため、当事業年度末において損失の発生が

見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ること

ができる取引について、損失見込額を計上してお

ります。

なお、当事業年度末においては、当該損失の発生

は見込まれないため、受注損失引当金を計上して

おりません。

④ アフターコスト引当金 受注制作のソフトウエア取引に係る検収後のアフ

ターコストの支出に備えるため、個別契約に係る

必要額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

　当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりであります。

①　パッケージ事業

　パッケージ事業においては、主に請負契約により、受注制作のソフトウエア開発を

行っております。当該ソフトウエア開発については、一定の期間にわたり履行義務

が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しておりま

す。進捗度の見積りは、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される

工事原価の合計に占める割合に基づいて行っております。取引の対価は、主として、
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当該対価の一部を履行義務の充足前に受領し、残額について履行義務を全て充足した

のち、概ね１か月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

　このほか、システム保守・運用サービスの提供を行っております。当該システム保

守・運用サービスについては、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、

契約期間に基づき収益を認識しております。取引の対価は、主として、当該システム

保守・運用サービスの契約期間開始日の前日までに受領しており、重大な金融要素は

含んでおりません。

②　システムインテグレーション事業

　システムインテグレーション事業においては、主にシステムエンジニアリング契

約、派遣契約により、ソフトウエア開発・運用サービスの提供を行っております。当

該ソフトウエア開発・運用サービスについては、契約期間にわたり概ね一定の役務を

提供していることから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期

間に基づき収益を認識しております。取引の対価は、取引先との契約に基づき、履行

義務を充足したのち、概ね１か月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおり

ません。

２.会計方針の変更に関する注記

　時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年

６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用

し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしまし

た。なお、計算書類に与える影響はありません。

３.会計上の見積りに関する注記

受注制作のソフトウエア開発にかかる一定の期間にわたり充足される履行義務について

認識した収益

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

　売上高（期末時点における未完成部分）　28,990千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社の受注制作のソフトウエア開発については、一定期間にわたり履行義務の充足に

係る進捗度を見積ることにより収益認識をしております。進捗度の見積りは、各報告期

間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づ

いて行っております。進捗度に応じて売上高を計上するにあたり、決算日における進捗

度について、個別の契約ごとに信頼性をもった見積りを行うことが前提となっておりま

す。このため、個別の契約ごとに見積もった総原価に修正が生じた場合、当社の業績を

変動させる可能性があります。
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普通株式 1,536,960株

普通株式 15,260株

決 議
株 式 の
種 類

配 当 金
の 総 額
(千円）

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

2022年９月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 18,441 12 2022年６月30日 2022年９月30日

決 議 予 定
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金
の 総 額
(千円）

１株当たり
配 当 額

(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

2023年９月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 18,260 12 2023年6月30日 2023年9月29日

４. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になる

もの

５. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　資金運用については、短期的な預金等を基本とし、安全性の高い資産に限定して

おります。また、資金調達については、現状は自己資金により充当しております

が、短期的な運転資金が必要となる場合には、銀行借入により調達する方針であり

ます。デリバティブ取引等の投機的取引は一切行っておりません。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務であ

る買掛金、未払金は、ほとんど２ヶ月以内の支払い期日であり、流動性リスクに晒

されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権である売掛金に係るリスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取

引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的

に見直す体制としております。営業債務である買掛金、未払金に係るリスクに関し

ては、月次に資金繰実績を作成する等の方法により管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　該当事項はありません。
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１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,732,580 － － －

売掛金 110,698 － － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金は短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

　　（注）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　該当事項はありません。
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報告セグメント

合計
パッケージ事

業

システムイン

テグレーショ

ン事業

計

一時点で移転される財

又はサービス
－ 1,480 1,480 1,480

一定の期間にわたり移

転される財又はサービ

ス

800,171 577,562 1,377,733 1,377,733

顧客との契約から生じ

る収益
800,171 579,041 1,379,212 1,379,212

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 800,171 579,041 1,379,212 1,379,212

当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 86,957

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 110,698

契約資産（期首残高） 55,517

契約資産（期末残高） 49,485

契約負債（期首残高） 200,757

契約負債（期末残高） 200,298

６.収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「個別注記表　１.重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「(4)収益及び費用

の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

　①契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

　契約資産は、受注制作のソフトウエア開発について、進捗度に基づき認識した収益に係

る未請求売掛金を計上しております。契約資産は、対価に対する当社の権利が無条件にな

った時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

　契約負債は、主に、受注制作ソフトウエア開発の対価の一部及び保守サービスなどに対

する契約期間分の前受金であり、収益の認識に伴い、概ね翌事業年度に取り崩されるもの
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繰延税金資産

一括償却資産 586

資産除去債務 281

未払事業税 3,115

未払事業所税 540

退職給付引当金 46,618

アフターコスト引当金 268

未払給料手当 5

繰延税金資産合計 51,414

繰延税金資産の純額 51,414

法定実効税率 30.62%

（調整）

住民税均等割 0.54%

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.05%

税額控除 △8.42%

その他 0.01%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.80%

(1) １株当たり純資産額 1,003円66銭

(2) １株当たり当期純利益 89円01銭

であります。

　当事業年度に認識した収益のうち期首現在の契約負債に含まれていた額は200,757千円

であります。

　②残存履行義務に配分した取引価格

　当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって、実務上の便法を適用

し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約については、注記の対象に含めておりま

せん。未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、当事業年度末において該当事項はあ

りません。

７. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主要な項目別内訳

８. １株当たり情報に関する注記
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独立監査人の監査報告書

2023年８月10日

株式会社ビーブレイクシステムズ

取締役会　御中

　　　　太陽有限責任監査法人
　　　　東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 憲 一 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 瀬 朋 子 ㊞
　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ビー
ブレイクシステムズの2022年７月１日から2023年６月30日までの第21期事業
年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書
類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査
役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は
含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも
のではない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読
し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が
監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ
るかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算
書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、
重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の
選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に
よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評
価する。

－ 26 －



・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である
かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記
事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ
る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与
えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年７月1日から2023年６月30日までの第21期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確

保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び

第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決

議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報

告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関

する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ

て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果

　（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容

及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。

　（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

常勤社外監査役 諏 訪 由 枝 ㊞

社 外 監 査 役 伊 藤 修 久 ㊞

社 外 監 査 役 本 田 宗 哉 ㊞

2023年８月10日

株式会社ビーブレイクシステムズ　監査役会

　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配

当の維持を基本としながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第21期

の剰余金の処分をいたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

① 配当財産の種類

　金銭

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金12円　総額は18,260,400円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　2023年９月29日

第２号議案　定款一部変更の件

１. 提案の理由

(1)当社は、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員

とすることにより、取締役会の監督機能を強化し、更なる監視体制の強化

を通じてより一層のコーポレート・ガバナンスの充実を図るため、監査役

会設置会社から監査等委員会設置会社に移行することといたしたく、監査

等委員会設置会社への移行に必要な、監査等委員である取締役及び監査等

委員会に関する規定の新設並びに監査役及び監査役会に関する規定の削除

等の変更を行うものであります。

(2)その他、上記の各変更に伴う字句の修正等、所要の変更を行うものであり

ます。

２．変更の内容

変更内容は次のとおりであります。

なお、本議案に係る定款変更は、本総会の終結の時をもって、効力を生

じるものといたします。
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現 行 定 款 変 更 案

第１章　総　則 第１章　総　則

第１条　（条文省略） 第１条　（現行どおり）

（目的） （目的）

第２条　当会社は、以下の事業を営むこと

を目的とする。

第２条　当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。

１．～９．（条文省略） (1) ～(9) （現行どおり）

第３条　（条文省略） 第３条　（現行どおり）

（機関） （機関）

第４条　当会社は、株主総会および取締役

のほか、次の機関を置く。

第４条　当会社は、株主総会及び取締役の

ほか、次の機関を置く。

(1) 取締役会 (1) 取締役会

(2) 監査役 (2) 監査等委員会

(3) 監査役会 （削　　除）

(4) 会計監査人 (3) 会計監査人

第５条　（条文省略） 第５条　（現行どおり）

第２章　株　式 第２章　株　式

第６条～第８条　（条文省略） 第６条～第８条　（現行どおり）

（単元未満株式についての権利） （単元未満株式についての権利）

第９条　（条文省略） 第９条　（現行どおり）

(1) ～(2) （条文省略） (1) ～(2) （現行どおり）

(3) 株主の有する株式数に応じて

募集株式の割当ておよび募集

新株予約権の割当を受ける権

利

(3) 株主の有する株式数に応じて

募集株式の割当て及び募集新

株予約権の割当てを受ける権

利

（株主名簿管理人） （株主名簿管理人）

第10条　（条文省略） 第10条　（現行どおり）

２　株主名簿管理人およびその事務取

扱場所は、取締役会の決議によっ

て定める。

２　株主名簿管理人及びその事務取扱

場所は、取締役会の決議によって

定める。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

３　当会社の株主名簿および新株予約

　　権原簿の作成ならびにこれらの備

置きその他の株主名簿および新株

予約権原簿に関する事務は株主名

簿管理人に委託し、当会社におい

てはこれを取扱わない。

３　当会社の株主名簿及び新株予約権

　　原簿の作成並びにこれらの備置き

その他の株主名簿及び新株予約権

原簿に関する事務は株主名簿管理

人に委託し、当会社においてはこ

れを取扱わない。

（株式取扱規則） （株式取扱規則）

第11条　当会社の株主権行使の手続その他

株式に関する取扱いおよび手数料

は、法令または本定款のほか、取

締役会において定める株式取扱規

則による。

第11条　当会社の株主権行使の手続その他

株式に関する取扱い及び手数料

は、法令又は本定款のほか、取締

役会において定める株式取扱規則

による。

第３章　株　主　総　会 第３章　株　主　総　会

第12条～第13条　（条文省略） 第12条～第13条　（現行どおり）

（招集権者および議長） （招集権者及び議長）

第14条　（条文省略） 第14条　（現行どおり）

（決議の方法） （決議の方法）

第15条　株主総会の決議は、法令または本

定款に別段の定めがある場合を除

き、出席した議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の過半数

をもって行う。

第15条　株主総会の決議は、法令又は本定

款に別段の定めがある場合を除

き、出席した議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の過半数

をもって行う。

２　（条文省略） ２　（現行どおり）

（議決権の代理行使） （議決権の代理行使）

第16条　（条文省略） 第16条　（現行どおり）

２　株主または代理人は、株主総会ご

とに代理権を証明する書面を当会

社に提出しなければならない。

２　株主又は代理人は、株主総会ごと

に代理権を証明する書面を当会社

に提出しなければならない。
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現 行 定 款 変 更 案

（議事録）

第17条　株主総会における議事の経過の要

　　　　領およびその結果ならびにその他

　　　　法令に定める事項については、こ

　　　　れを議事録に記載または記録す

　　　　る。

（議事録）

第17条　株主総会における議事の経過の要

　　　　領及びその結果並びにその他法令

　　　　に定める事項については、これを

　　　　議事録に記載又は記録する。

（電子提供措置等） （電子提供措置等）

第18条　（条文省略） 第18条　（現行どおり）

２　当会社は、電子提供措置をとる事

項のうち法務省令で定めるものの

全部または一部について、議決権

の基準日までに書面交付請求した

株主に対して交付する書面に記載

しないことができる。

２　当会社は、電子提供措置をとる事

項のうち法務省令で定めるものの

全部又は一部について、議決権の

基準日までに書面交付請求した株

主に対して交付する書面に記載し

ないことができる。

第４章　取締役および取締役会 第４章　取締役及び取締役会

（員　数） （員　数）

第19条　当会社の取締役は、９名以内とす

る。

第19条　当会社の取締役（監査等委員であ

る取締役を除く。）は、９名以内

とする。

（新　　設） ２　当会社の監査等委員である取締役

は、４名以内とする。

（選任方法） （選任方法）

第20条　取締役は、株主総会において選任

する。

第20条　取締役は、監査等委員である取締

役とそれ以外の取締役とを区別し

て、株主総会において選任する。

２～３　（条文省略） ２～３　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（任　期） （任　期）

第21条　取締役の任期は、選任後２年以内

に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の終結

の時までとする。

第21条　取締役（監査等委員である取締役

を除く。）の任期は、選任後１年

以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の

終結の時までとする。

（新　　設） ２ 監査等委員である取締役の任期

は、選任後２年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとす

る。

２　増員または補欠として選任された

取締役の任期は、在任取締役の任

期の満了する時までとする。

（削　　除）

（新　　設） ３　任期の満了前に退任した監査等委

員である取締役の補欠として選任

された監査等委員である取締役の

任期は、退任した監査等委員であ

る取締役の任期の満了する時まで

とする。

（新　　設） ４　会社法第329条第３項に基づき選

任された補欠の監査等委員である

取締役の選任決議が効力を有する

期間は、選任後２年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会の開始の時まで

とする。

（代表取締役および役付取締役） （代表取締役及び役付取締役）

第22条　取締役会は、その決議によって代

表取締役を選定する。

第22条　取締役会は、その決議によって、

取締役（監査等委員である取締役

を除く。）の中から代表取締役を

選定する。

２　取締役会は、その決議によって、

取締役会長、取締役社長各１名、

取締役副社長、専務取締役、常務

取締役各若干名を定めることがで

きる。

２　取締役会は、その決議によって、

取締役（監査等委員である取締役

を除く。）の中から取締役会長、

取締役社長各１名、取締役副社

長、専務取締役、常務取締役各若

干名を定めることができる。
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役会の招集権者および議長） （取締役会の招集権者及び議長）

第23条　（条文省略） 第23条　（現行どおり）

（取締役会の招集通知） （取締役会の招集通知）

第24条　取締役会の招集通知は、会日の３

日前までに各取締役および各監査

役に対して発する。ただし、緊急

の必要があるときは、この期間を

短縮することができる。

第24条　取締役会の招集通知は、会日の３

日前までに各取締役に対して発す

る。ただし、緊急の必要があると

きは、この期間を短縮することが

できる。

２　取締役および監査役の全員の同意

があるときは、招集の手続を経な

いで取締役会を開催することがで

きる。

２ 取締役の全員の同意があるとき

は、招集の手続を経ないで取締役

会を開催することができる。

（重要な業務執行の決定の委任）

（新　　設） 第25条 当会社は、会社法第399条の13第

６項の規定により、取締役会の決

議によって、重要な業務執行（同

条第５項各号に掲げる事項を除

く。）の決定の全部又は一部を取

締役に委任することができる。

第25条　（条文省略） 第26条　（現行どおり）

（取締役会の議事録） （取締役会の議事録）

第26条　取締役会における議事の経過の要

領およびその結果ならびにその他

法令に定める事項については、こ

れを議事録に記載または記録し、

出席した取締役および監査役がこ

れに記名押印または電子署名す

る。

第27条　取締役会における議事の経過の要

領及びその結果並びにその他法令

に定める事項については、これを

議事録に記載又は記録し、出席し

た取締役がこれに記名押印又は電

子署名する。

（取締役会規程） （取締役会規程）

第27条　取締役会に関する事項は、法令ま

たは本定款のほか、取締役会にお

いて定める取締役会規程による。

第28条　取締役会に関する事項は、法令又

は本定款のほか、取締役会におい

て定める取締役会規程による。
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現 行 定 款 変 更 案

（報酬等） （報酬等）

第28条　取締役の報酬、賞与その他の職務

執行の対価として当会社から受け

る財産上の利益は、株主総会の決

議によって定める。

第29条　取締役の報酬、賞与その他の職務

執行の対価として当会社から受け

る財産上の利益（以下、「報酬

等」という。）は、監査等委員で

ある取締役とそれ以外の取締役と

を区別して、株主総会の決議によ

って定める。

（取締役の責任免除） （取締役の責任免除）

第29条　当会社は、取締役（取締役であっ

た者を含む。）の会社法第423条

第１項の責任につき、善意でかつ

重大な過失がない場合は、取締役

会の決議によって、法令の定める

限度額の範囲内で、その責任を免

除することができる。

第30条 当会社は、会社法第426条第１項

の規定により、取締役（取締役で

あった者を含む。）の会社法第

423条第１項の損害賠償責任を、

取締役会の決議によって、法令の

限度において免除することができ

る。

２　当会社は、取締役（業務執行取締

役等であるものを除く。）との間

で、当該取締役の会社法第423条

第１項の責任につき、善意でかつ

重大な過失がないときは、法令が

定める額を限度として責任を負担

する契約を締結することができ

る。

２ 当会社は、会社法第427条第１項

の規定により、取締役（業務執行

取締役等であるものを除く。）と

の間で、当該取締役の会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結することができ

る。ただし、当該契約に基づく責

任の限度額は、法令が定める額と

する。

第５章　監査役および監査役会 （削　　除）

（員　数）

第30条　当会社の監査役は、４名以内とす

る。

（削　　除）
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現 行 定 款 変 更 案

（選任方法）

第31条　監査役は、株主総会において選任

する。

（削　　除）

２　監査役の選任決議は、議決権を行

使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもっ

て行う。

（任　期）

第32条　監査役の任期は、選任後４年以内

に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の終結

の時までとする。

（削　　除）

２　任期の満了前に退任した監査役の

補欠として選任された監査役の任

期は、退任した監査役の任期の満

了する時までとする。

（常勤の監査役）

第33条　監査役会は、その決議によって常

勤の監査役を選定する。

（削　　除）

（監査役会の招集通知）

第34条　監査役会の招集通知は、会日の３

日前までに各監査役に対して発す

る。ただし、緊急の必要があると

きは、この期間を短縮することが

できる。

（削　　除）

２ 監査役の全員の同意があるとき

は、招集の手続を経ないで監査役

会を開催することができる。

（監査役会の決議方法）

第35条　監査役会の決議は、法令に別段の

定めがある場合を除き、監査役の

過半数をもって行う。

（削　　除）
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現 行 定 款 変 更 案

（監査役会の議事録）

第36条　監査役会における議事の経過の要

領およびその結果ならびにその他

法令に定める事項については、こ

れを議事録に記載または記録し、

出席した監査役がこれに記名押印

または電子署名する。

（削　　除）

（監査役会規程）

第37条　監査役会に関する事項は、法令ま

たは本定款のほか、監査役会にお

いて定める監査役会規程による。

（削　　除）

（報酬等）

第38条　監査役の報酬、賞与その他の職務

執行の対価として当会社から受け

る財産上の利益は、株主総会の決

議によって定める。

（削　　除）

（監査役の責任免除）

第39条　当会社は、監査役（監査役であっ

た者を含む。）の会社法第423条

第１項の責任につき、善意でかつ

重大な過失がない場合は、取締役

会の決議によって、法令の定める

限度額の範囲内で、その責任を免

除することができる。

（削　　除）

２　当会社は、監査役との間で、当該

監査役の会社法第423条第１項の

責任につき、善意でかつ重大な過

失がないときは、法令が定める額

を限度として責任を負担する契約

を締結することができる。
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現 行 定 款 変 更 案

（新　　設） 第５章　監査等委員会

（常勤の監査等委員）

（新　　設） 第31条　監査等委員会は、その決議によっ

て、常勤の監査等委員を選定する

ことができる。

（監査等委員会の招集通知）

（新　　設） 第32条　監査等委員会の招集通知は、会日

の３日前までに各監査等委員に対

して発する。ただし、緊急の必要

があるときは、この期間を短縮す

ることができる。

２　監査等委員の全員の同意があると

きは、招集の手続を経ないで監査

等委員会を開催することができ

る。

（監査等委員会の決議方法）

（新　　設） 第33条　監査等委員会の決議は、議決に加

わることができる監査等委員の過

半数が出席し、出席した監査等委

員の過半数をもって行う。

（監査等委員会の議事録）

（新　　設） 第34条　監査等委員会における議事の経過

の要領及びその結果並びにその他

法令に定める事項については、こ

れを議事録に記載又は記録し、出

席した監査等委員がこれに記名押

印又は電子署名する。

（監査等委員会規程）

（新　　設） 第35条　監査等委員会に関する事項は、法

令又は本定款のほか、監査等委員

会において定める監査等委員会規

程による。
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現 行 定 款 変 更 案

第６章　会計監査人 第６章　会計監査人

（会計監査人の選任） （会計監査人の選任）

第40条　会計監査人は、株主総会の決議に

よって選任する。

第36条　会計監査人は、株主総会において

選任する。

（会計監査人の任期） （会計監査人の任期）

第41条　会計監査人の任期は、選任後１年

以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会終

結の時までとする。

第37条　会計監査人の任期は、選任後１年

以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会の

終結の時までとする。

２　前項の定時株主総会において別段

の決議がなされないときは、当該

定時株主総会において再任された

ものとする。

２　会計監査人は、前項の定時株主総

会において別段の決議がされなか

ったときは、当該定時株主総会に

おいて再任されたものとみなす。

（会計監査人の報酬等）

（新　　設） 第38条　会計監査人の報酬等は、取締役社

長が監査等委員会の同意を得て定

める。

第７章　計　算 第７章　計　算

第42条～第45条　（条文省略） 第39条～第42条　（現行どおり）

（新　　設） 附　則

（新　　設）

（監査役の責任免除に関する経過措置）

１. 当会社は、会社法第426条第１項の規

定により、第21回定時株主総会終結前

の行為に関する監査役（監査役であっ

た者を含む。）の会社法第423条第１

項の損害賠償責任を、取締役会の決議

によって、法令の限度において免除す

ることができる。
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候補者

番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１
しら

白
 

　
いわ

岩
 

　
じ

次
 

　
ろう

郎
(1973年２月１日)

1995年４月 ㈱東海銀行（現三菱UFJ銀行）

入行

1998年５月 SAPジャパン㈱入社

2002年７月 当社設立　代表取締役社長　

（現任）

608,000株

２
かみ

上
 

　
かわ

川
 

　
のぶ

伸
 

　
ひこ

彦
(1972年10月２日)

1997年４月 ㈱日立製作所入社

2002年７月 当社設立　取締役開発部長　

（現任）

126,400株

３
たか

高
 

　
はし

橋
 

　
 

　
 

　
あきら

明
(1973年９月10日)

1997年４月 日興証券㈱（現SMBC日興証券）

入社

2002年11月 当社入社

2003年８月 当社取締役営業部長（現任）

100,400株

４
くま

熊
 

　
だ

田
 

　
けい

圭
いち

一
ろう

郎
(1972年５月31日)

1995年４月 ㈱東海銀行（現三菱UFJ銀行）

入行

2007年５月 当社入社　管理部長（現任）

2016年９月 当社取締役（現任）

30,000株

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認された場合、当社は監査等

委員会設置会社となり、取締役全員（５名）は定款変更の効力発生時をもって任

期満了により退任となります。つきましては、監査等委員会設置会社へ移行後の

取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じで

す。）４名の選任をお願いするものであります。

本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条

件として、効力を生じるものといたします。

取締役候補者は次のとおりであります。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役

員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請

求（株主代表訴訟を含みます。）がなされたことにより、被保険者が被る損害

（防御費用、損害賠償金及び和解金）が填補されることとなり（ただし、被保

険者の背信行為、犯罪行為又は故意による法令違反の場合を除きます。）、被保

険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。各候補者は、現在、当社

の取締役として当該保険契約の被保険者に含まれており、本議案が原案どおり

承認され、各候補者が取締役に選任され就任した場合、全ての候補者が当該保

険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同

様の内容で更新することを予定しております。
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候輔者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１
す

諏　
わ

訪　
よし

由　
え

枝
(1968年10月７日)

1992年４月 ㈱住友銀行（現三井住友銀行）

入行

1998年10月 朝日監査法人（現有限責任あず

さ監査法人）入所

2002年４月 公認会計士登録

2008年６月 アーク監査法人（現アーク有限

責任監査法人）入所

2015年５月 同監査法人社員

2019年９月　諏訪公認会計士事務所開設

2020年９月　当社常勤監査役（現任）

－

２

い

伊　
とう

藤　
のぶ

修　
ひさ

久

(1972年４月２日)

1996年４月 ㈱メルコ（現バッファロー）　

入社

1998年２月 合資会社チズデス設立　　　　

代表社員

2003年７月 同社取締役

2006年２月 同社常勤監査役

2007年１月 ㈱アクトネット入社

2015年７月 ㈱ケイ・エスト・ワークス入社

システムサービス部長

2016年６月 当社監査役（現任）

2018年６月 合同会社ブリコラ設立　　　　

代表社員（現任）

10,000株

第４号議案　監査等委員である取締役４名選任の件

　第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認された場合、当社は監査等

委員会設置会社となりますので、監査等委員である取締役４名の選任をお願いす

るものであります。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を

条件として、効力を生じるものといたします。

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者

番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３
ほん

本　
だ

田　
そう

宗　
や

哉
(1972年９月11日)

2007年12月 弁護士登録　　　　　　　　　

日比谷中央法律事務所入所

2016年９月 当社監査役（現任）

2022年４月 本田宗哉法律事務所開設　　　

所長（現任）

－

４

じょう

成
 

　
がん

願
 

　
たか

隆
 

　
ふみ

史

(1973年１月４日)

1996年11月 朝日監査法人（現有限責任あず

さ監査法人）入所

2003年８月 ケネディ・ウィルソン・ジャパ

ン㈱（現ケネディクス）入社

2008年１月 公認会計士成願隆史事務所開設

所長（現任）

2009年４月 ㈱エプコ監査役

2010年７月 ㈱ファンデリー監査役（現任）

2016年３月 ㈱エプコ取締役（監査等委員）

2017年９月 当社取締役（現任）

－

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．諏訪由枝氏、伊藤修久氏、本田宗哉氏及び成願隆史氏は、社外取締役候補者で

あります。

３．(1) 諏訪由枝氏は、公認会計士としての専門的な知識と幅広い経験を有してい

ることから、当社の社外取締役として適任であると判断し、その深い知

見に基づく助言、牽制を期待して監査等委員である社外取締役候補者と

するものであります。なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で

経営に関与した経験はありませんが、公認会計士として企業会計に精通

しており、社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断して

おります。

(2) 伊藤修久氏は、当社事業と関連の高い分野における専門的な知識と経験を

有していることから、当社の社外取締役として適任であると判断し、他社

における監査役としての経験を有していること及びその深い知見に基づく

助言、牽制を期待して監査等委員である社外取締役候補者とするものであ

ります。

(3) 本田宗哉氏は、人格、識見に優れ、高い倫理観を有していること及び弁護

士としての豊富な経験と深い見識を有していることから、当社の社外取締

役として適任であると判断し、その深い知見に基づく助言、牽制を期待し

て監査等委員である社外取締役候補者とするものであります。なお、同氏

は、社外役員となること以外の方法で経営に関与した経験はありません

が、上記理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと

判断しております。
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(4) 成願隆史氏は、公認会計士としての高度な人格と、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有していることから、当社の社外取締役として適任であ

ると判断し、当社の経営への助言や業務執行に対する適切な監督に寄与い

ただけることを期待して、監査等委員である社外取締役候補者とするもの

であります。なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営

に関与した経験はありませんが、公認会計士として会社財務に精通してお

り、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し

ております。

４．(1) 諏訪由枝氏、伊藤修久氏及び本田宗哉氏は、現在当社の社外監査役であり

ますが、社外監査役としての在任期間は本総会終結の時をもってそれぞれ

３年、７年３ヶ月、７年となります。

　　(2) 成願隆史氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役として

の在任期間は本総会終結の時をもって６年となります。

５．当社は、諏訪由枝氏、伊藤修久氏、本田宗哉氏及び成願隆史氏との間で会社法

第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の契約限度額は、法

令が定める額であり、本議案が承認され、各氏が監査等委員である取締役に選

任された場合、当社は、成願隆史氏との間で上記責任限定契約を継続し、諏訪

由枝氏、伊藤修久氏及び本田宗哉氏との間で上記責任限定契約と同内容の契約

を締結する予定であります。

６．当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を

保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の役

員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます。）に起因して損害賠償請

求（株主代表訴訟を含みます。）がなされたことにより、被保険者が被る損害

（防御費用、損害賠償金及び和解金）が填補されることとなり（ただし、被保

険者の背信行為、犯罪行為又は故意による法令違反の場合を除きます。）、被保

険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。各候補者は、現在、当社

の取締役又は監査役として当該保険契約の被保険者に含まれており、本議案が

原案どおり承認され、各候補者が監査等委員である取締役に選任され就任した

場合、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時

においても同様の内容で更新することを予定しております。

７．当社は、諏訪由枝氏、本田宗哉氏及び成願隆史氏を東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。なお、本議案が承

認された場合には、引き続き各氏を独立役員として指定する予定であります。
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第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額決定の件

当社の取締役の報酬等の額は、2016年９月29日開催の第14回定時株主総会にお

いて、年額200百万円以内（うち社外取締役分は40百万円以内。ただし、使用人

兼務取締役の使用人分給与は含まない。）とご承認いただいておりますが、第２

号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認された場合、当社は監査等委員会

設置会社へ移行することから、これを廃止し、昨今の経済情勢等諸般の事情を勘

案し、改めて監査等委員会設置会社へ移行した後の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）の報酬等の額を年額200百万円以内（うち社外取締役分は40百万

円以内）とすること、及び各取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対す

る具体的金額、支給の時期等の決定は、取締役会の決議によるものとすることに

つきご承認をお願いするものであります。なお、この報酬等には、使用人兼務取

締役の使用人分給与は含まないものといたします。

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針

を決議しており、この決定方針は、事業報告「４．会社役員の状況(4)取締役及

び監査役の報酬等」に記載のとおりでありますが、監査等委員会設置会社移行後

も、同様の方針を取締役会において決議する予定であります。本議案に係る報酬

等の額は、上記決定方針に沿うものであり相当であると判断しております。

現在の取締役は５名（うち社外取締役１名）でありますが、第２号議案「定款

一部変更の件」及び第３号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）４

名選任の件」が原案どおり承認された場合、取締役（監査等委員である取締役を

除く。）の員数は４名（うち社外取締役０名）となります。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条

件として、効力を生じるものといたします。
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第６号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件

第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認された場合、当社は監査等

委員会設置会社へ移行することから、昨今の経済情勢等諸般の事情を勘案し、監

査等委員会設置会社へ移行した後の監査等委員である取締役の報酬等の額を年額

20百万円以内とすること、及び各監査等委員である取締役に対する具体的金額、

支給の時期等の決定は、監査等委員である取締役の協議によるものとすることに

つきご承認をお願いするものであります。本議案に係る報酬等の額は、監査等委

員である取締役の職責に照らして相当であると判断しております。

第２号議案「定款一部変更の件」及び第４号議案「監査等委員である取締役４

名選任の件」が原案どおり承認された場合、監査等委員である取締役の員数は４

名となります。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条

件として、効力を生じるものといたします。

以　上
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